
  主務大臣（農林水産大臣、経済産業大臣等）が、 

                       農商工等連携事業・支援事業の認定基準等を策定 

 中小企業者（商工業者に限る）と農林漁業者が共同で新商品

の開発等に取り組む事業計画を作成 

○中小企業信用保険法の特例 

○小規模企業者等設備導入資金助成法の特例 

○食品流通構造改善促進機構の債務保証 

○農業改良資金助成法等に基づく貸付対象を中小企業者へ拡大。償還期間・

据置期間を延長。 

○中小企業者に対する低利融資制度の創設（日本政策金融公庫） 

 一定の要件を満たす一般社団法人、一

般財団法人又はＮＰＯ法人が、農商工連

携事業に取り組む事業者等に対する指

導・助言等の支援を行う計画を作成  

農商工等連携事業計画 

目的：中小企業者の経営の向上及び農林漁業者
の経営の改善 

○中小企業信用保険法の特例 
（事業計画の認定を受けた公益法人又は特定非営利活動

法人は、中小企業信用保険の対象になる。）  

農商工等連携支援事業計画 

目的：中小企業者と農林漁業者との交流機

会の提供、中小企業者又は農林漁業

者に対する農商工等連携事業に関す

る指導、助言、その他の中小企業者

と農林漁業者との有機的連携の支援 

支援措置 

支援措置 

申請 認定 申請 認定 

農商工等連携促進法が支援する二つの事業スキーム 

基本方針 


